道本部自治体政策部発第14号

2013年10月３日
　　地方本部
各　単　　組　執行委員長　様
     eq \o\ad(総支部,　　　　)
自治労北海道本部
執行委員長　山　上　　潔
（自治体政策部）
「原発事故子ども・被災者支援法」施策の早期具体化などを求める請願署名の取り組みについて
　連日の活動に心より敬意を表します。
さて、2013年９月26日～27日に開催された、道本部第55回定期大会第４号議案「当面の闘争方針（案）」で確認されました、表記署名の取り組みにつきまして、下記の通り取り組みをすすめることとします。
脱原発の取り組みとして「原発のない北海道の実現を求める『全道100万人』署名」の取り組み期間中ですが、各地本・単組・総支部のご協力をお願いします。
記

１．取り組みの趣旨　裏面：原水爆禁止国民会議　請願署名の協力要請　を参照して下さい。
２．取り組み目標　自治労本部提起の通り、組合員数×２とします。署名用紙が不足した場合、恐れ入りますが、コピーしてご使用下さい。

３．集約期日　　　１１月２５日（月）
４．ご不明な点などございましたら、道本部政治部　担当　三浦・大島までお問い合わせください。　　　TEL　０１１－７４７－３２１１
以　　上
２０１３年８月３日

原水爆禁止国民会議　議長　川野　浩一　様
請願署名の協力要請

３･１１東日本大震災から既に２年４ヶ月を経過しました。被災現地の多くは、未だ復興からほど遠い状態を余儀なくされるなど、混乱が続いています。２万人余りの犠牲者を出したこの大震災は、時間が経つにつれ、「地震・津波」被害に〝東京電力福島第一原発事故〟による「放射能」被害が複雑にからみあう「複合災害」という様相を帯びながら、被災地に苦悩を強いています。

今なお放射能影響が続いているチェルノブイリ原発事故においても、こうした複合的被害は発生しておらず、多岐にわたる被害を複合的に捉えることは被災現地にとっても難しく、私達自身もこれまで「地震・津波」被害と「原発事故」被害を別々に捉えてきたことは否めません。

大震災で今なお避難を強いられている人々は約30万人にのぼります。この中には原発事故犠牲者と地震・津波被災者がほぼ同数含まれていると言われています。ただ単純に割り切って考える訳にいきません。地震・津波被害の復旧・復興が原発事故の影響（自治体の多忙、業者不足、資材不足、等国の無責任な姿勢、等々）により、住まいや仕事の再建の見通しさえ立たないなど滞っている面が多々あるからです。地震・津波被害は天災だとしても、復旧・復興の遅れは明らかに〝人災〟であり、「東京電力福島第一原発事故」の犠牲者と言わなければなりません。

　ですから、原発事故被害と地震・津波被害が混在している中での復旧・復興については、被災者一人ひとりの置かれた事情を加味しながら「複合災害」の観点に立って推進していくことが必要だと考えています。

「原発事故子ども・被災者支援法」（以下「支援法」）が成立してから一年以上経過していますが、基本方針はその素案や対象地域の指定基準さえ定まらないためなんら具体的施策が実行されていません。指定基準の遅れの要因は不明です。ただ「対象地域の縮小（＝追加被曝線量年間１ミリシーベルトの基準引き上げ）」が具体化の遅れに絡んでいるとしたら由々しき問題です。

放射能は広範囲に拡散しており、残留放射能の慢性的な低線量被曝の影響は長期に及びます。継続した調査と対策、疾病の早期発見・早期治療体制を整えることは福島に限らず必要です。旧ソ連政府が採用した「事故後一年間は、年間100ミリシーベルトまでの被曝を容認」による健康影響の報告、及び、放射能影響研究所(放影研)が原爆被爆者寿命調査(1950－2003｢第14報｣)で明らかにした、「放射線による健康影響に閾値がない、低線量でも受けた被曝線量に応じた確率で健康影響が現れる、被爆時の年齢が若いほどリスクが高い」とする疫学調査結果は示唆的であり、これに基づけば、「影響のあるなし」を正しく把握するためにも支援法の対象地域を出来るだけ幅広く設定する必要があります。

また、生活環境の「除染」対策は一定程度進められてきましたが、先行的に除染対策が講じられている高線量地域では、「除染しても思うように下がらない」「いったん下がっても元に戻る」などの問題を抱えています。線量が比較的低い地域にあっては公的除染が後回しとなっており、しかも廃棄物の置き場が定まっていないことから用水路の泥揚げを禁止している自治体も数多くあります。加えて、農業系副産物（放射能汚染物）の処分や一般廃棄物の焼却灰の処分に困っている自治体は広範囲に及んでおり、生活の再建や仕事の再建の足かせになっています。

加えて、「損害賠償」の問題も深刻です。現行の法律だけでは「被害者が被った損害の内容によっては、最短で2014年3月10日の経過により時効を迎える可能性があり、被害者の権利の救済が阻害される事態が生じる」ことになります。このため、原発被災者弁護団は「時効に関する特別の立法措置を求める意見書」を発表（2013年7月1日）しました。東京電力の不誠実な対応で資金繰りが付かず、廃業に追い込まれる事業者は既に宮城や岩手など大震災被災地にも広がっており、東電の姿勢を改めさせることはもちろん、時効の不安を早期に解消するための立法措置が必要です。

こうした現状を踏まえながら、まずは「原発事故子ども・被災者支援法」の具体的施策の実現にあたり「対象範囲を根拠のない線引きで縮小させない」こと、国の責任において「健康や暮らしの保障・補償」体制を早期に整えさせること、時効に関する「特別の立法措置」を求めることが必要であり、別紙請願署名の協力をお願いするものです。
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